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(57)【要約】
　本発明は、省スペースを保ちつつ、駆動寿命及び耐久
性に優れ、効率よい給電または発電を行うことができる
大面積の有機エレクトロニクスパネルとその製造方法を
提供する。この有機エレクトロニクスパネルは、支持基
板上に、対向する位置に配置した第１電極と第２電極と
の間に、少なくとも有機化合物からなる機能層を含む有
機化合物層を挟持した構成の有機エレクトロニクス素子
を有し、前記有機エレクトロニクス素子を覆う封止部材
と前記支持基板とにより密着封止された構成を有する有
機エレクトロニクスパネルであって、前記密着封止され
た内部に配線部材が配置され、発光面または受光面から
見たとき、前記有機化合物からなる機能層と前記配線部
材は、その少なくとも一部が重なって配置されているこ
とを特徴とする。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持基板上に、対向する位置に配置した第１電極と第２電極との間に、少なくとも有機
化合物からなる機能層を含む有機化合物層を挟持した構成の有機エレクトロニクス素子を
有し、前記有機エレクトロニクス素子を覆う封止部材と前記支持基板とにより密着封止さ
れた構成を有する有機エレクトロニクスパネルであって、前記密着封止された内部に配線
部材が配置され、発光面または受光面から見たとき、前記有機化合物からなる機能層と前
記配線部材は、その少なくとも一部が重なって配置されていることを特徴とする有機エレ
クトロニクスパネル。
【請求項２】
　前記有機エレクトロニクス素子が、前記機能層が発光層である有機エレクトロルミネッ
センス素子であることを特徴とする請求項１記載の有機エレクトロニクスパネル。
【請求項３】
　前記有機エレクトロニクス素子が、前記機能層が光電変換層である有機光電変換素子で
あることを特徴とする請求項１記載の有機エレクトロニクスパネル。
【請求項４】
　前記第２電極と配線部材の間に、応力緩和層を有することを特徴とする請求項１から３
のいずれか１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【請求項５】
　前記応力緩和層が、２層以上で構成されていることを特徴とする請求項４記載の有機エ
レクトロニクスパネル。
【請求項６】
　前記第２電極と配線部材の間に、無機膜を有することを特徴とする請求項１から５のい
ずれか１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【請求項７】
　前記配線部材が、金属箔で形成されていることを特徴とする請求項１から６のいずれか
１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【請求項８】
　前記発光面または受光面から見たとき、発光部または発電部と、基板端部との距離（封
止しろ）が、２ｍｍ以上、１０ｍｍ以下であることを特徴とする請求項１から７のいずれ
か１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【請求項９】
　発光面積または発電面積が、５平方ｃｍ以上であることを特徴とする請求項１から８の
いずれか１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【請求項１０】
　請求項１から９のいずれか１項に記載の有機エレクトロニクスパネルを製造する有機エ
レクトロニクスパネルの製造方法であって、少なくとも、支持基板上に第一の電極を形成
する工程、有機化合物からなる機能層を含む有機化合物層を形成する工程、第二の電極を
形成する工程、配線部材の少なくとも１つを設置する工程、封止部材を設置する工程を有
し、前記配線部材を、前記支持基板と前記封止部材との間で、かつ前記有機エレクトロニ
クスパネルの正面から見た際に、機能層部と配線部材の少なくとも１部が重なるように配
置して製造することを特徴とする有機エレクトロニクスパネルの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロニクスパネル及びその製造方法に関し、詳しくは、有機エレ
クトロニクスパネルに用いる有機エレクトロニクス素子の配線方法、特には、有機エレク
トロルミネッセンス素子、有機光電変換素子の電極と電極配線との接続に関するものであ
る。
【背景技術】
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【０００２】
　有機エレクトロニクス素子は、有機物を用いて電気的な動作を行う素子であり、近年で
は、省エネルギー、低価格、柔軟性といった特徴を発揮できると期待され、従来のシリコ
ーンを主体とした無機半導体に代わる技術として注目されている。
【０００３】
　これらの有機エレクトロニクス素子は、有機物の非常に薄い膜に電極を介して電流を流
すことで、発光したり、電流や電圧を制御したり、或いは光を照射することで発電したり
、帯電したりする素子である。
【０００４】
　中でも、有機エレクトロルミネッセンス（以下、有機ＥＬともいう）パネルは、ディス
プレイ用途や照明用途などの分野、特には、薄型の面光源を得られることから、照明用途
への応用が着目されている。
【０００５】
　有機ＥＬパネルを照明用として用いる場合、発光面積を大きくすると、透明電極の抵抗
の影響が大きくなり、面内での輝度均一性が低下する。輝度均一性に乏しい有機ＥＬパネ
ルでは、見栄えが悪いだけでなく、電流の損失による発光効率の低下や、それに伴う発熱
などの問題を引き起こす。また、発熱の影響により、素子寿命の低下などの問題が発生す
る。このように、照明用の有機ＥＬパネルにおいては、輝度均一性がよく、電流の損失な
いパネルの開発が求められている。
【０００６】
　また、有機ＥＬ素子は、一般に水分や酸素に対する耐性が低いため、封止缶、封止板等
の封止部材を用いて、有機ＥＬ素子を水分・酸素などの影響から防ぐ必要がある。
【０００７】
　また、有機光電変換素子は、前記有機エレクトロルミネッセンス素子と類似した構造を
有する有機エレクトロニクス素子であるが、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光層
を有機化合物の薄膜からなる光電変換層とし、これを電極で挟持したような構成を有し、
光を照射すると発電する素子である。従って、薄膜の有機光電変換素子を太陽電池として
利用すると、小型化、軽量化が容易であり、かつ既存の無機半導体系の太陽電池に比べ、
低照度環境や高温環境下でも比較的安定した出力を得られる太陽電池となる。
【０００８】
　有機光電変換素子においても、有機ＥＬ素子と同様に、水分・酸素などの影響で、光電
変換層中にキャリアトラップが形成されることにより、電荷分離によって発生したキャリ
アの集電を阻害してしまう。結果として、これは発電効率の低下を招くだけでなく、有機
光電変換素子の寿命にも影響を及ぼすようになる。従って、有機光電変換素子においても
上記と同様に、水分や酸素などのガス成分に対して、バリア性能を有する封止材料を用い
て性能を確保したりすることが検討されている。
【０００９】
　例えば、特許文献１には、封止構造の外側で配線を引き回す方法が記載されているが、
封止部材等のスペースのために、必ずしも効率の良い給電ができるとは限らないという問
題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００８－１４５８４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の目的は、可撓性の基板を用いた有機エレクトロニクスパネルの封止において、
省スペースを保ちつつ、駆動寿命及び耐久性に優れ、効率よい給電または発電を行うこと
ができる大面積の有機エレクトロニクスパネルとその製造方法を提供することである。



(4) JP WO2011/070951 A1 2011.6.16

10

20

30

40

50

【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の上記課題は以下の手段により達成される。
【００１３】
　１．支持基板上に、対向する位置に配置した第１電極と第２電極との間に、少なくとも
有機化合物からなる機能層を含む有機化合物層を挟持した構成の有機エレクトロニクス素
子を有し、前記有機エレクトロニクス素子を覆う封止部材と前記支持基板とにより密着封
止された構成を有する有機エレクトロニクスパネルであって、前記密着封止された内部に
配線部材が配置され、発光面または受光面から見たとき、前記有機化合物からなる機能層
と前記配線部材は、その少なくとも一部が重なって配置されていることを特徴とする有機
エレクトロニクスパネル。
【００１４】
　２．前記有機エレクトロニクス素子が、前記機能層が発光層である有機エレクトロルミ
ネッセンス素子であることを特徴とする前記１記載の有機エレクトロニクスパネル。
【００１５】
　３．前記有機エレクトロニクス素子が、前記機能層が光電変換層である有機光電変換素
子であることを特徴とする前記１記載の有機エレクトロニクスパネル。
【００１６】
　４．前記第２電極と配線部材の間に、応力緩和層を有することを特徴とする前記１から
３のいずれか１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【００１７】
　５．前記応力緩和層が、２層以上で構成されていることを特徴とする前記４記載の有機
エレクトロニクスパネル。
【００１８】
　６．前記第２電極と配線部材の間に、無機膜を有することを特徴とする前記１から５の
いずれか１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【００１９】
　７．前記配線部材が、金属箔で形成されていることを特徴とする前記１から６のいずれ
か１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【００２０】
　８．前記発光面または受光面から見たとき、発光部または発電部と、基板端部との距離
（封止しろ）が、２ｍｍ以上、１０ｍｍ以下であることを特徴とする前記１から７のいず
れか１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【００２１】
　９．発光面積または発電面積が、５平方ｃｍ以上であることを特徴とする前記１から８
のいずれか１項に記載の有機エレクトロニクスパネル。
【００２２】
　１０．前記１から９のいずれか１項に記載の有機エレクトロニクスパネルを製造する有
機エレクトロニクスパネルの製造方法であって、少なくとも、支持基板上に第一の電極を
形成する工程、有機化合物からなる機能層を含む有機化合物層を形成する工程、第二の電
極を形成する工程、配線部材の少なくとも１つを設置する工程、封止部材を設置する工程
を有し、前記配線部材を、前記支持基板と前記封止部材との間で、かつ前記有機エレクト
ロニクスパネルの正面から見た際に、機能層部と配線部材の少なくとも１部が重なるよう
に配置して製造することを特徴とする有機エレクトロニクスパネルの製造方法。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明により、省スペースを保ちつつ、駆動寿命及び耐久性に優れ、効率よい給電また
は発電を行うことができる大面積の有機エレクトロニクスパネルとその製造方法が得られ
る。
【図面の簡単な説明】
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【００２４】
【図１】封止しろの長さとダークスポット発生面積の関係の一例を示すグラフである。
【図２】本発明の有機エレクトロニクスパネルの構成の一例を示す断面図である。
【図３】比較例の有機エレクトロニクスパネルの構成の一例を示す断面図である。
【図４】本発明の有機エレクトロニクスパネルの製造方法の一例を示す断面構成模式図で
ある。
【図５】実施例で作製した有機ＥＬパネル１０１の構成を示す断面図である。
【図６】実施例で作製した有機ＥＬパネル１０２の構成を示す断面図である。
【図７】実施例で作製した有機ＥＬパネル１０３の構成を示す断面図である。
【図８】実施例で作製した有機ＥＬパネル１０４の構成を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明を実施するための形態について詳細に説明する。
【００２６】
　本発明者は、省スペース性を維持しながら、効率の高い配線を行う方法について鋭意検
討を行った。その結果、密着封止（固体封止）タイプの封止方式を用いることで、薄型で
、かつフレキシブルな有機エレクトロニクスパネルを製造することは可能ではあるが、こ
の密着封止タイプの封止方式を用いる場合は、発光または発電の機能層領域の周囲に封止
しろ（封止部、封止領域）が必要になる。封止しろの周囲にさらに配線部材を配置すると
、封止しろと配線部材の設置スペースが共に必要となり、有機エレクトロニクスパネルの
大型化を招く結果となる。
【００２７】
　上記課題に対し、本発明の有機エレクトロニクスパネルでは、支持基板上に、対向する
位置に配置した第１電極と第２電極との間に、少なくとも有機化合物からなる機能層を含
む有機化合物層を挟持した構成の有機エレクトロニクス素子を有し、前記有機エレクトロ
ニクス素子を覆う封止部材と前記支持基板とにより密着封止された構成を有する有機エレ
クトロニクスパネルであって、前記密着封止された内部に配線部材が配置され、発光面ま
たは受光面から見たとき、前記有機化合物からなる機能層と前記配線部材は、その少なく
とも一部が重なって配置されていることを特徴とし、密着封止の内部に配線部材を配置す
ることで、封止しろと配線部材の設置スペースを兼ねることが可能となり、その結果とし
て省スペース化を達成することができたものである。
【００２８】
　照明用途に好適に用いられる大面積の有機ＥＬパネルの場合、大電流を流すことが必要
になり、大面積の有機光電変換パネル（有機薄膜太陽電池）の場合には、発電した電流を
取り出すことが必要になる。ここで、配線を発光部分もしくは発電部分と重ねて配置する
ことで、配線の自由度が高まるだけでなく、金属箔のような薄型の配線を用いることも可
能になる。
【００２９】
　また、密着封止中に配線を配置することで、配線が保護され断線などの物理的不具合が
低減し、信頼性の向上を達成することができた。また、腐食などの化学的な不具合も減り
、高温高湿下で長期間保存しても安定した給電が可能となった。
【００３０】
　さらに、有機化合物層上の電極と配線用部材の間に応力緩和層や無機膜を設けることで
、有機エレクトロニクスパネルを折り曲げた時などに生じる有機層へのダメージが低減し
、より耐久性の高いパネルを提供することができた。
【００３１】
　さらに、このような構成にすることにより、有機エレクトロニクスパネルの駆動寿命が
長くなることも分かった。この理由については、定かではないが電極上に配置された配線
用部材が放熱板の役割も兼ね、有機化合物層の加熱を防ぎ駆動寿命が長くなったと推定し
ている。
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【００３２】
　また、本発明では発光端もしくは発電端から封止端までの距離、いわゆる封止しろは、
２ｍｍ以上、１０ｍｍ以下であることが好ましい。パネルを小型化するためには、封止し
ろは狭い方が好ましいが、狭すぎると周囲から水や酸素の浸入があり有機層へダメージが
生じてしまう。そのため、２ｍｍ以上、１０ｍｍ以下が好ましく、２ｍｍ以上、７ｍｍ以
下がより好ましく、２ｍｍ以上、５ｍｍ以下が最も好ましい。
【００３３】
　本発明者は、封止しろの距離を変化させて作製した有機エレクトロニクスパネルを、高
湿環境で保存した際の特性について検証を行った結果を、図１に示す。
【００３４】
　図１は、封止しろの長さとダークスポット発生面積の関係を示すグラフである。封止し
ろの幅を変化させて作製した有機ＥＬパネルを、６０℃で９０％ＲＨの環境下で２５０時
間保存し、その後の発光画像を撮影し、画像処理に定非発光部分（ダークスポット（ＤＳ
））の面積を求めた結果である。図１に示した結果より明らかな様に、封止しろを２ｍｍ
以上にすることにより、ダークスポットの発生面積が急激に低下し、１０ｍｍ以上では、
その面積がほぼ一定になっており、それ以上封止しろを長くしてもダークスポットの発生
面積の低減効果は少ないことが分かる。
【００３５】
　次いで、本発明の有機エレクトロニクスパネルの好ましい実施形態について、図を用い
て説明する。
【００３６】
　図２は、本発明の有機エレクトロニクスパネルの構成の一例を示す断面図である。
【００３７】
　図２は、支持基板２上に形成された第１電極３と第２電極４とで構成される一対の電極
群と、その間に少なくとも発光層もしくは光電変換層（発電層）を含む有機化合物層５を
挟持した構成を有する有機エレクトロニクス素子と、これを覆う封止部材９と封止用接着
剤１１によって密着（固体）封止された有機エレクトロニクスパネル１を示した断面構成
模式図である。
【００３８】
　図２において、支持基板２である可撓性の基板上には、例えば、第１電極３として、Ｉ
ＴＯからなる陽極、さらに発光層もしくは光電変換層を含む有機化合物層５が、さらにそ
の上に、例えば、アルミニウム等からなる第２電極４である陰極が積層されて、有機エレ
クトロニクス素子を形成している。
【００３９】
　有機エレクトロニクス素子が形成された支持基板２は、封止部材９により密着封止され
ている。即ち、封止用接着剤１１によって封止部材９が、有機エレクトロニクス素子およ
び樹脂基板である支持基板２に密着して、全面を覆うことで、有機エレクトロニクス素子
を外部空間から封止、隔離して、有機エレクトロニクスパネル１を構成している。
【００４０】
　ここで、第１電極３及び第２電極４は、導電性接着剤７を介して配線部材８によって、
密着・接合（接続）されている。さらに、配線部材８は、発光領域もしくは発電領域と重
なり合うように配置されている。
【００４１】
　一般に、密着封止は固体封止ともいわれ、有機エレクトロニクス素子が形成された支持
基板２と封止部材９との間に、空間を残さないよう、空隙部を全て、樹脂（封止用接着剤
１１）で覆って有機エレクトロニクス素子、即ち有機化合物層５を封止するものである。
【００４２】
　本発明で規定する構成を採ることにより、通常、抵抗の高い透明の第１電極３を覆うよ
うに配線部材８が設けられ、効率よく給電することが可能になる。また、配線部材８も発
光領域もしくは発電領域と重ねて設けることで、薄膜かつ低抵抗にすることが可能になる
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。
【００４３】
　また、これらの封止方法を採用することにより、配線部材８が、封止用接着剤１１によ
り固定されるので、電極リードが電極引き出し部との接合部のみでなく、封止用接着剤１
１によっても固定されるため、剥がれやゆるみがなく、しっかりとした固定が可能である
。また、電極引き出し部を封止部材外に取り出して形成しなければならないといったこと
がなく、電極面積をコンパクトに設計でき、特に、ＩＴＯ等の透明導電膜を用いた電極の
場合に利点が発生する。
【００４４】
　また、このような形態をとることで、有機層で発生した熱を、陰極、配線部材、封止用
接着剤、封止部材へと効率的に逃がすことが可能となり、有機層を効率的に冷却すること
もできる。特に、金属の配線部材を用いることで熱伝導を上げることができ、有機層の熱
ダメージを低減することが可能である。
【００４５】
　従って、本発明は、配線部材を、封止部材によって密着封止された領域内に設け、密着
（固体）封止部から電極リードが取り出されることによって、省スペースで有機エレクト
ロニクス素子性能を損なうことなく、特に、封止部材に可撓性の樹脂基板を用いたとき、
曲げやずれに対して強い優れた封止方法である。
【００４６】
　図３は、比較例の有機エレクトロニクスパネルの構成の一例を示す断面図である。
【００４７】
　図３に示す比較例の有機エレクトロニクスパネルでは、支持基板２である可撓性の基板
上に設けられた第１電極３、発光層もしくは光電変換層を含む有機化合物層５、第２電極
４等積層されて形成された有機エレクトロニクス素子が封止部材等で封止されていない構
成を示してある。
【００４８】
　次に、図４を用いて、本発明の有機エレクトロニクスパネルの製造方法の一例について
説明する。
【００４９】
　図４は、電極リードと有機エレクトロニクス素子の電極引き出し部の接続部に着目した
本発明の有機エレクトロニクスパネルの製造方法の一例を示す断面構成模式図である。
【００５０】
　第１工程としては、図４の（ａ）に示す様に、支持基板２である樹脂基板上に、ＩＴＯ
からなる第１電極３（陽極）および有機エレクトロニクス素子の引き出し電極６、その上
に、例えば、正孔輸送層、発光層、電子輸送層（以上図示せず）等からなる有機エレクト
ロニクス素子を構成する有機化合物層５、および第２電極４（陰極）を順次積層して、有
機エレクトロニクス素子を支持基板２上に形成する。ここで、第２電極４（陰極）は、駆
動用のＩＴＯから構成される引き出し電極６が接続されるように形成される。これらの形
成は、ＩＴＯをスパッタリング、蒸着等により可撓性の支持基板２上の全面に形成した後
、所望のパターンにエッチングして、第１電極３及び引き出し用電極６を形成することが
できる。あるいは、予め所望のレジストパターンを形成した上にＩＴＯを蒸着し、レジス
トパターンをリフトオフする方法によっても形成することができる。さらに、所望のパタ
ーンが開口された金属マスク等を用いて直接ＩＴＯをスパッタリング、蒸着等により形成
することもできる。
【００５１】
　また、有機化合物層５、および第２電極４（陰極）についても、マトリックス状に画素
を形成するようにパターニングしても良い、また、照明用等の用途では全面に一様に形成
しても良い。
【００５２】
　次に、導電性接着剤７として異方導電性フィルムを用い、支持基板（樹脂基板）２上の
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引き出し用電極６であるＩＴＯ電極引き出し部上の第２電極４に仮接着させる。その後、
配線部材８（銅箔）と、その接合部を位置合わせして、両者を接着させる。この接着は異
方導電性フィルムの圧着条件で行うことが好ましい。異方性導電性フィルムを用いて、例
えば、圧力０．１～１０ＭＰａ、また、８０～１８０℃程度の温度で数秒から数分間熱圧
着すること接続することができる。ただし、導電性接着剤７の接着時の温度は、１４０℃
以下であることが好ましく、この温度以下であるほうが、導電性が良好に保たれ、駆動電
圧の上昇も少ない。この効果の理由については定かではないが、電極リードに用いる部材
、樹脂基板、ＩＴＯ等の透明電極の線膨張係数がそれぞれ異なるため、室温から極端に異
なる温度で接着すると各部材に応力ひずみが発生し、直後の導通不良や、長期保存時の抵
抗上昇につながるものと推定している。
【００５３】
　また、導電性接着剤７を用いた引き出し用電極６と配線部材８との接着時には、支持基
板２および封止部材９の両側から加熱することが均一に硬化されることから好ましい。
【００５４】
　加熱手段としては、特に制限はなく、温度や圧力を印加できるものであれば、熱プレー
ト、またオーブン等、また圧着ロールを用いるラミネーター等でも良い。一般的には、Ａ
ＣＦ圧着機やボンダー等が用いられる。
【００５５】
　例えば、市販のＡＣＦ圧着機を用い、試料台も加熱して圧着硬化させることが好ましい
。電極リードと樹脂基板側の両方が同じ温度である必要はないが、前記温度範囲であるこ
とが好ましい。両側から加熱することは、導電性接着剤の硬化が均一となり接合がより強
固になり、剥がれ等がより起こりにくくなる観点から好まし。
【００５６】
　導電性接着剤７として用いる異方性導電性フィルムは、導電性粒子、例えば、金属核そ
のもの（例えば、金、ニッケルまた銀）、あるいは樹脂核（例えば、金メッキしたもの等
）をバインダに分散したものであり、バインダとしては熱可塑性樹脂や熱硬化性樹脂が使
われており、中でも熱硬化性樹脂、特にエポキシ樹脂を用いたものが好ましい。また、同
様な構成の導電性ペーストを用いても良い。フィラーとしてニッケルファイバー（繊維状
）を配向させた異方性導電性フィルム等も使用できる。
【００５７】
　異方導電性フィルムを支持基板と熱圧着すると、導電性粒子によって厚み方向の電気的
接続がなされ、同時にバインダ樹脂により機械的接合がなされる。バインダ樹脂としては
、エポキシ樹脂、フェノール樹脂等の熱硬化樹脂、ポリアミドイミド等の熱可塑性樹脂等
が挙げられるが、樹脂の流動性、接続信頼性、コスト、ポットライフ等の観点から、フィ
ルム状のエポキシ樹脂が好適である。導電粒子としては、ニッケル、銅、銀等の金属、ア
クリル樹脂、スチレン樹脂等のプラスチック粒子の表面にニッケル、金等の金属メッキ膜
が被覆された複合粒子等が挙げられる。特に、接続信頼性の点で、粒子自体が柔軟で復元
性のあるプラスチック粒子の表面にニッケル、金等の金属メッキ膜が被覆された複合粒子
が好適である。なお、導電粒子径は、通常平均粒子径として３．０～５．０μｍである。
【００５８】
　また、導電性接着剤７としては、上記説明した異方導電性フィルム等のほかには、導電
性ペースト等の流動性材料、例えば、銀ペースト等を用いても良い。電極引き出し部上に
導電性ペーストを使用して、印刷等で形成することもできる。
【００５９】
　本発明でいう封止領域あるいは密着封止中とは、支持基板２と封止部材９に挟まれた空
間のことを言う。本発明では、この封止領域あるいは密着封止中が接着剤等により充填さ
れていることが好ましい。
【００６０】
　配線部材８は、導電体で形成される。本発明で用いることのできる電極リードとしては
、抵抗値が低く薄膜にできる部材であれば特に制限はないが、配線部材が、金属箔で形成
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されていることが好ましく、本発明に適用可能な金属箔としては、アルミニウム箔、圧延
銅箔、銀箔、金箔等が挙げられる。この中でも、抵抗値が低く、また薄膜にしやすく、コ
スト的にも好適な、アルミニウム箔、銅箔が利用できる。
【００６１】
　本発明では、第２電極４と配線部材８の間に応力緩和層１０を設けることが好ましい。
応力緩和層１０としては、それ自身が変形し有機化合物層５へのダメージを防ぐことがで
きれば特に制限はなく、例えば、樹脂などを使用することができる。具体的には、ポリエ
チレン、ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタ
レート（ＰＥＮ）、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアミド、ポリカーボネー
ト、ポリイミド、ポリウレタン、ポリスチレン、ＡＢＳ樹脂、アクリル樹脂、ポリアセタ
ール樹脂などの樹脂を用いることができる。
【００６２】
　本発明では、第２電極４と配線部材８との間に、無機膜１２を設けることが好ましい。
無機膜１２としては、絶縁性の膜が好ましく、例えば、酸化ケイ素、窒化ケイ素、酸化ア
ルミなどを用いることができる。
【００６３】
　また、接着時に、導電性接着剤７あるいは配線部材８の含水率は、１００ｐｐｍ以下で
あることが好ましい。水の混入をこのレベル以下に抑えることで、接着を強固にすると同
時に、低含水率の状態で硬化させることにより、硬化した膜の水の浸透性を低く抑えるこ
とができる観点から好ましい。
【００６４】
　含水率は、いかなる方法により測定しても構わないが、例えば、容量法水分計（カール
フィッシャー）、赤外水分計、マイクロ波透過型水分計、加熱乾燥重量法、ＧＣ／ＭＳ、
ＩＲ、ＤＳＣ（示差走査熱量計）、ＴＤＳ（昇温脱離分析）が挙げられる。また、精密水
分計ＡＶＭ－３０００型（オムニテック社製）等を用い、水分の蒸発によって生じる圧力
上昇から水分を測定でき、フィルムまた固形フィルム等の水分率の測定を行うことができ
る。
【００６５】
　配線部材８と引き出し用電極６を接合した後、次いで、図４の（ｂ）で示す様に、封止
部材による密着封止（固体封止）を行う。
【００６６】
　封止部材９（封止基板）としては、例えば、５０μｍ厚のＰＥＴ（ポリエチレンテレフ
タレート）にアルミ箔（３０μｍ厚）をラミネートしたものを用いることができる。これ
を封止部材９として、アルミニウム面（あるいはこれに対向する樹脂基板１または両方の
面）に、封止用接着剤１１（例えば、熱硬化接着剤（エポキシ系接着剤））を予め配置し
ておき、樹脂基板２と封止部材９とを位置合わせ後、両者を０．１～３ＭＰａの圧力、８
０～１８０℃の温度で圧着・接合（接着）して、密着封止（固体封止）する。
【００６７】
　この接合（接着）には、紫外線硬化樹脂も用いることできる。紫外線硬化樹脂を用いる
ときは、活性エネルギー線照射が必要となる。ただし、有機エレクトロニクス素子は、紫
外線が照射されると損傷するので、紫外線硬化樹脂を使用する場合には、紫外線照射量を
できるだけ少なくする必要がある。封止用接着剤１１としては、熱硬化性樹脂を用いるこ
とが好ましい。エポキシ系樹脂、アクリル系樹脂、シリコーン樹脂など、各種公知のもの
を使用することができる。
【００６８】
　特に、耐湿性、耐水性に優れ、硬化時の収縮が少ないエポキシ系熱硬化型接着性樹脂を
用いることが好ましい。
【００６９】
　熱硬化性樹脂（接着剤）は、例えば、ディスペンサを使用して封止部材９（アルミ箔を
ラミネートしたＰＥＴ）のアルミニウム面に沿って均一に塗布し、しかる後、封止部材９
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を、電引き出し部と電極リードとの接合部位を覆って、例えば、有機エレクトロニクス素
子を形成した支持基板２上に密着・配置して、圧着（例えば、圧力０．５ＭＰａ）し、仮
接着する。この際、空気（空洞）が残らないよう注意して仮接着する。圧着ロールあるい
はプレス機を用いても良い。仮接着された有機エレクトロニクスパネルを、例えば、ホッ
トプレート上に載置、加熱し（例えば、温度１２０℃、３０分）熱硬化接着剤を熱硬化さ
せることで、有機エレクトロニクス素子を密着封止（固体封止）して有機エレクトロニク
スパネル１を作製する。
【００７０】
　引き出し用電極６とこれに接続する配線部材８は、硬化した封止用接着剤１１によって
、封止部材９と、支持基板２との間に固定されるので、十分強固に電極リード部またフレ
キシブル回路基板を固定できる。
【００７１】
　接着剤の種類また量、そして面積等によって加熱また圧着時間は適宜選択されるが、概
ね０．１～３ＭＰａの圧力で仮接着、また８０～１８０℃の温度、熱硬化時間５秒～１０
分間の範囲で選べばよい。
【００７２】
　加熱した圧着ロールを用いると、圧着（仮接着）と加熱が同時にでき、且つ内部の空隙
も同時に排除でき好ましい。
【００７３】
　また、接着剤層の形成方法としては、材料に応じて、ディスペンサを用いること、ある
いはロールコート、スピンコート、スクリーン印刷法、スプレーコートなどのコーティン
グ法、印刷法を用いることができる。
【００７４】
　以上の操作により、図４の（ｃ）に示す様に、密着封止された有機エレクトロニクスパ
ネルを得ることができる。
【００７５】
　固体封止は、以上のように封止基板と有機エレクトロニクス素子基板との間に空間がな
く硬化した樹脂で覆う形態であり、シール材充填密着構造であり、電極リードも封止樹脂
中に固定され密着（固体）封止された部分から電極リードが取り出される構成となる。
【００７６】
　電極リードと電極との接続において、接着（接合）強度を十分保つことのできる堅固な
封止構造であり、かつ、有機エレクトロニクス素子性能を劣化させることなく電極リード
を取り出すことができる有機エレクトロニクスパネルの製造方法である。
【００７７】
　次に、本発明の有機エレクトロニクスパネルを構成する各主要構成成分の詳細について
説明する。
【００７８】
　本発明の実施に際し、各構成成分の材料は特に限定されない。すなわち、支持基板、封
止部材、また有機エレクトロニクス素子を構成する第１電極（陽極）、有機化合物層、第
２電極（陰極）、導電性接着剤（異方導電性フィルム）、接着剤等は、各種公知のものを
使用できる。
【００７９】
　本発明の有機エレクトロニクスパネルにおいて、支持基板２としては、樹脂（プラスチ
ック）をシート状あるいはフィルム状にした基板を使用することができる。特に、発光に
対して高い透過性を有するポリエステル、ポリメタクリレート、ポリカーボネート等の透
明プラスチック等が好適である。
【００８０】
　また、これらの樹脂基板に、酸化アルミニウム、酸化ケイ素、窒化ケイ素等のガスバリ
ア層を厚さ１ｎｍ～数百ｎｍの範囲で積層したガスバリアフィルムを用いることが好まし
い。ガスバリア層は、樹脂基板の片面若しくは両面に、例えば、プラズマＣＶＤ法、スパ
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ッタリング、蒸着等の薄膜形成手段を用いて形成することもできる。樹脂基板（フィルム
）としては、ＪＩＳ　Ｋ　７１２６－１９８７に準拠した方法で測定された酸素透過度が
１×１０－３ｍｌ／（ｍ２・２４ｈ・ａｔｍ）以下、ＪＩＳ　Ｋ　７１２９－１９９２に
準拠した方法で測定された水蒸気透過度（２５±０．５℃、相対湿度（９０±２）％ＲＨ
）が、１×１０－３ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下のものであることが好ましい。
【００８１】
　また、封止部材９としては、ステンレス、アルミニウム、マグネシウム合金等の金属、
ポリエチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリスチレン、ナイロン、ポリ塩化ビ
ニル等のプラスチック、およびこれらの複合物、ガラス等が挙げられ、必要に応じて、特
に樹脂フィルムの場合には、樹脂基板と同様、アルミニウム、酸化アルミニウム、酸化ケ
イ素、窒化ケイ素等のガスバリア層を積層したものを用いることができる。ガスバリア層
は、封止部材成形前に封止部材の両面若しくは片面にスパッタリング、蒸着等により形成
することもできるし、封止後に封止部材の両面若しくは片面に同様な方法で形成してもよ
い。これについても、酸素透過度が１×１０－３ｍｌ／（ｍ２・２４ｈ・ａｔｍ）以下、
水蒸気透過度（２５±０．５℃、相対湿度（９０±２）％ＲＨ）が、１×１０－３ｇ／（
ｍ２・２４ｈ）以下のものであることが好ましい。
【００８２】
　封止部材としては、アルミニウム等の金属箔をラミネートしたフィルム等でも良い。金
属箔の片面にポリマーフィルムを積層する方法としては、一般に使用されているラミネー
ト機を使用することができる。接着剤としてはポリウレタン系、ポリエステル系、エポキ
シ系、アクリル系等の接着剤を用いることができる。必要に応じて硬化剤を併用してもよ
い。ホットメルトラミネーション法やエクストルージョンラミネート法および共押出しラ
ミネーション法も使用できるがドライラミネート方式が好ましい。
【００８３】
　また、金属箔をスパッタや蒸着等で形成する方法や、導電性ペースト等の流動性電極材
料から形成する場合は、逆にポリマーフィルムを基材としてこれに金属箔を成膜する方法
で作成してもよい。
【００８４】
　次いで、有機ＥＬ素子について説明する。
【００８５】
　《有機ＥＬ素子》
　有機ＥＬ素子は、電極間に単数又は複数の有機化合物層を積層した構造であり、例えば
、陽極層／正孔注入・輸送層／発光層／電子注入・輸送層／陰極層等、各種の有機化合物
からなる機能層が必要に応じ積層された構成を有する。最も単純には、陽極層／発光層／
陰極層からなる構造である。
【００８６】
　〔正孔注入・輸送層〕
　正孔注入・輸送層に用いられる有機化合物材料としては、例えば、フタロシアニン誘導
体、ヘテロ環アゾール類、芳香族三級アミン類、ポリビニルカルバゾール、ポリエチレン
ジオキシチオフェン／ポリスチレンスルホン酸（ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）などに代表される
導電性高分子等の高分子材料が用いられる。
【００８７】
　〔発光層〕
　発光層に用いられる有機化合物材料としては、例えば、４，４′－ジカルバゾリルビフ
ェニル、１，３－ジカルバゾリルベンゼン等のカルバゾール系発光材料、（ジ）アザカル
バゾール類、１，３，５－トリピレニルベンゼンなどのピレン系発光材料に代表される低
分子発光材料、ポリフェニレンビニレン類、ポリフルオレン類、ポリビニルカルバゾール
類などに代表される高分子発光材料などが挙げられる。これらのうちで、発光材料として
は分子量１００００以下の低分子系発光材料が好ましく用いられる。
【００８８】
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　また発光層に適用する発光材料には、好ましくは０．１～２０質量％程度のドーパント
が含まれてもよく、ドーパントとしては、ペリレン誘導体、ピレン誘導体等公知の蛍光色
素、また、りん光色素が挙げられ、例えば、トリス（２－フェニルピリジン）イリジウム
、ビス（２－フェニルピリジン）（アセチルアセトナート）イリジウム、ビス（２，４－
ジフルオロフェニルピリジン）（ピコリナート）イリジウム、などに代表されるオルトメ
タル化イリジウム錯体等の錯体化合物がある。
【００８９】
　〔電子注入・輸送層〕
　電子注入・輸送層の構成材料としては、例えば、８－ヒドロキシキノリナートリチウム
、ビス（８－ヒドロキシキノリナート）亜鉛等の金属錯体化合物もしくは以下に挙げられ
る含窒素五員環誘導体がある。即ち、オキサゾール、チアゾール、オキサジアゾール、チ
アジアゾールもしくはトリアゾール誘導体が好ましい。具体的には、２，５－ビス（１－
フェニル）－１，３，４－オキサゾール、２，５－ビス（１－フェニル）－１，３，４－
チアゾール、２，５－ビス（１－フェニル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－（４
′－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－５－（４″－ビフェニル）１，３，４－オキサジアゾ
ール、２，５－ビス（１－ナフチル）－１，３，４－オキサジアゾール、１，４－ビス［
２－（５－フェニルオキサジアゾリル）］ベンゼン、１，４－ビス［２－（５－フェニル
オキサジアゾリル）－４－ｔｅｒｔ－ブチルベンゼン］、２－（４′－ｔｅｒｔ－ブチル
フェニル）－５－（４″－ビフェニル）－１，３，４－チアジアゾール、２，５－ビス（
１－ナフチル）－１，３，４－チアジアゾール、１，４－ビス［２－（５－フェニルチア
ジアゾリル）］ベンゼン、２－（４′－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－５－（４″－ビフ
ェニル）－１，３，４－トリアゾール、２，５－ビス（１－ナフチル）－１，３，４－ト
リアゾール、１，４－ビス［２－（５－フェニルトリアゾリル）］ベンゼン等が挙げられ
る。
【００９０】
　これら発光層、また各機能層に用いられる有機化合物材料として、分子中にビニル基等
の重合反応性基を有する材料を用い、製膜後に架橋・重合膜を形成させて各機能層を形成
してもよい。
【００９１】
　〔陽極層〕
　陽極層に使用される導電性材料としては、４ｅＶより大きな仕事関数をもつものが適し
ており、銀、金、白金、パラジウム等及びそれらの合金、酸化スズ、酸化インジウム、Ｉ
ＴＯ等の酸化金属、さらにはポリチオフェンやポリピロール等の有機導電性樹脂が用いら
れる。
【００９２】
　〔陰極層〕
　陰極層に使用される導電性物質としては、４ｅＶより小さな仕事関数をもつものが適し
ており、マグネシウム、アルミニウム等。合金としては、マグネシウム／銀、リチウム／
アルミニウム等が代表例として挙げられる。
【００９３】
　以上の各機能層が支持基板上に形成され、封止部材により封止され有機ＥＬパネルを構
成する。
【００９４】
　《有機光電変換素子》
　次に、有機光電変換素子について説明するが、以下の形態に限定されるものではない。
【００９５】
　本発明で用いることのできる有機光電変換素子としては特に制限がなく、陽極と陰極と
、両者に挟まれた光電変換層が少なくとも１層以上あり、光を照射すると電流を発生する
素子であればよい。
【００９６】
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　光電変換層の構成としては、有機半導体材料を積層した構成であれば特に限定されない
が、例えば、ｐ型半導体材料とｎ型半導体材料を積層したヘテロジャンクション型や、ｐ
型、ｎ型両方の半導体材料を混合し、ミクロ相分離構造を有した所謂バルクヘテロジャン
クション型を挙げることができる。内部量子効率向上の観点から、電荷分離効率に優れる
構成が好ましく、バルクヘテロジャンクション型の構造が本願においてより好ましい。
【００９７】
　また、本発明に係る有機光電変換素子を太陽電池として用いる場合には、太陽光スペク
トルに最適な吸収特性を有する有機半導体材料を用いることが好ましく、効率、意匠性の
観点からより黒い外観である有機光電変換素子であることが好ましい。
【００９８】
　〔有機光電変換素子の構成〕
　本発明を適用した有機光電変換素子は、支持体の一方面上に、透明電極、光電変換層及
び対電極が順次積層されている。
【００９９】
　また、これに限られず、例えば、透明電極や対電極と光電変換層との間に正孔輸送層、
電子輸送層、正孔ブロック層、電子ブロック層、電極バッファー層、或いは平滑化層等の
他の層を有して有機光電変換素子が構成されてもよい。また、正孔ブロック能を有する電
子輸送層、電子ブロック能を有する正孔輸送層であっでもよい。これらの中でも、バルク
ヘテロジャンクション型の光電変換層を有する有機光電変換素子においては、光電変換層
と陽極（通常、透明電極側）との中間には正孔輸送層または電子ブロック層を、光電変換
層と陰極（通常、対電極側）との中間には電子輸送層または正孔ブロック層を形成するこ
とで、バルクヘテロジャンクション型の光電変換層で発生した電荷をより効率的に取り出
すことが可能となるため、これらの層を有していることが好ましい。
【０１００】
　（ｉ）陽極／正孔輸送層／電子ブロック層／光電変換層／正孔ブロック層／電子輸送層
／陰極
　（ii）陽極／電子ブロック能を有する正孔輸送層／光電変換層／正孔ブロック能を有す
る電子輸送層／陰極バッファー層／陰極
　（iii）陽極／陽極バッファー層／正孔輸送層／電子ブロック層／光電変換層／正孔ブ
ロック層／電子輸送層／陰極
　（iv）陽極／陽極バッファー層／正孔輸送層／電子ブロック層／光電変換層／正孔ブロ
ック層／電子輸送層／陰極バッファー層／陰極
　上記のように、有機光電変換素子は、各層を重ね合わせて積層とされる。また、薄膜形
成方法は、上記の各構成を形成するのに適用できるが、特に陽極及び陰極を除く各層の形
成に好ましく適用できる。
【０１０１】
　本発明の有機エレクトロニクスパネルにおいては、各機能層は、真空蒸着法、またスパ
ッタ法等の乾式法により形成されてもよく、また塗布、印刷法等の湿式法で成膜されても
よい。
【実施例】
【０１０２】
　以下実施例により本発明を説明するが本発明はこれにより限定されるものではない。
【０１０３】
　実施例１
　《有機ＥＬパネルの作製：本発明》
　〔有機ＥＬパネル１０１の作製〕
　（ガスバリア性の可撓性フィルム（支持基板）の作製）
　可撓性フィルムとして、厚み１００μｍのポリエチレンナフタレートフィルム（帝人・
デュポン社製フィルム、以下、ＰＥＮと略記する）の全面に、特開２００４－６８１４３
号公報に記載の構成からなる大気圧プラズマ放電処理装置を用いて、連続して可撓性フィ
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度０．００１ｃｍ３／（ｍ２・２４ｈ・ａｔｍ）以下、水蒸気透過度０．００１ｇ／（ｍ
２・２４ｈ）以下のガスバリア性の可撓性フィルムを作製した。
【０１０４】
　（第１電極及び引き出し用電極の形成）
　上記作製したガスバリア性の可撓性フィルム上に、厚さ１２０ｎｍのＩＴＯ膜（インジ
ウムチンオキシド）をスパッタ法により成膜し、フォトリソグラフィー法によりパターニ
ングを行い、図５に示す様な第１電極３及び引き出し用電極６を形成した。なお、パター
ンは発光面積が５０ｍｍ平方になるようなパターンとした。
【０１０５】
　（正孔輸送層の形成）
　上記形成したガスバリア性の可撓性フィルムの第１電極上に、以下に示す正孔輸送層形
成用塗布液を押出し塗布機で塗布した後、乾燥して、有機化合物層として正孔輸送層を形
成した。なお、正孔輸送層形成用塗布液は、乾燥後の厚みが５０ｎｍになるように塗布し
た。
【０１０６】
　正孔輸送層形成用塗布液を塗布する前に、ガスバリア性の可撓性フィルムに対し、洗浄
表面改質処理として、波長１８４．９ｎｍの低圧水銀ランプを使用し、照射強度１５ｍＷ
／ｃｍ２、距離１０ｍｍで実施した。帯電除去処理は、微弱Ｘ線による除電器を使用して
行った。
【０１０７】
　〈正孔輸送層形成用塗布液の塗布条件〉
　塗布工程は大気中で、２５℃相対湿度５０％の環境で行った。
【０１０８】
　〈正孔輸送層形成用塗布液の調製〉
　導電性高分子であるＢａｙｔｒｏｎ　Ｐ　ＡＩ　４０８３（スタルクヴィテック社製）
を、純水が６５％、メタノールが５％となる条件で希釈した溶液を、正孔輸送層形成用塗
布液として準備した。
【０１０９】
　〈正孔輸送層形成用塗布液の塗布条件〉
　正孔輸送層形成用塗布液を用いた塗布工程は、大気中で、２５℃相対湿度５０％の環境
で行った。
【０１１０】
　〈乾燥及び加熱処理条件〉
　正孔輸送層形成用塗布液を塗布した後、製膜面に向け高さ１００ｍｍ、吐出風速１ｍ／
ｓ、幅手の風速分布５％、温度１００℃で溶媒を除去した後、引き続き、加熱処理装置を
用い温度１５０℃で裏面伝熱方式の熱処理を行い、正孔輸送層を形成した。
【０１１１】
　（発光層の形成）
　引き続き、正孔輸送層を形成したガスバリア性の可撓性フィルムの正孔輸送層上に、以
下に示す白色発光層形成用塗布液を押出し塗布機で塗布した後、乾燥して発光層を形成し
た。なお、白色発光層形成用塗布液は、乾燥後の厚みが４０ｎｍになるように塗布した。
【０１１２】
　〈白色発光層形成用塗布液の調製〉
　ホスト材料であるＨ－Ａの１．０ｇと、ドーパント材料であるＤ－Ａの１００ｍｇ、ド
ーパント材料であるＤ－Ｂの０．２ｍｇ、ドーパント材料であるＤ－Ｃの０．２ｍｇを、
１００ｇのトルエン溶液に溶解して、白色発光層形成用塗布液を調製した。
【０１１３】



(15) JP WO2011/070951 A1 2011.6.16

10

20

30

40

50

【化１】

【０１１４】
　〈塗布条件〉
　塗布工程は、窒素ガス濃度が９９％以上の雰囲気で、塗布温度を２５℃とし、塗布速度
１ｍ／ｍｉｎで行った。
【０１１５】
　〈乾燥及び加熱処理条件〉
　白色発光層形成用塗布液を塗布した後、製膜面に向け高さ１００ｍｍ、吐出風速１ｍ／
ｓ、幅手の風速分布５％、温度６０℃で溶媒を除去した後、引き続き、温度１３０℃で加
熱処理を行い、発光層を形成した。
【０１１６】
　（電子輸送層の形成）
　引き続き、上記手順で発光層まで形成した後、以下に示す電子輸送層形成用塗布液を押
出し塗布機で塗布した後、乾燥して電子輸送層を形成した。電子輸送層形成用塗布液は、
乾燥後の厚みが３０ｎｍになるように塗布した。
【０１１７】
　〈電子輸送層形成用塗布液の調製〉
　下記化合物Ｅ－Ａを、２，２，３，３－テトラフルオロ－１－プロパノール中に溶解し
て０．５質量％の溶液とし、これを電子輸送層形成用塗布液とした。
【０１１８】

【化２】

【０１１９】
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　〈塗布条件〉
　塗布工程は、窒素ガス濃度が９９％以上の雰囲気で、上記電子輸送層形成用塗布液の塗
布温度を２５℃とし、塗布速度１ｍ／ｍｉｎで行った。
【０１２０】
　〈乾燥及び加熱処理条件〉
　電子輸送層形成用塗布液を塗布した後、製膜面に向け高さ１００ｍｍ、吐出風速１ｍ／
ｓ、幅手の風速分布５％、温度６０℃で溶媒を除去した後、引き続き、加熱処理部におい
て、温度２００℃で加熱処理を行い、電子輸送層を形成した。
【０１２１】
　（電子注入層の形成）
　引き続き、形成された電子輸送層上に電子注入層を形成した。はじめに、基板を減圧チ
ャンバーに投入し、５×１０－４Ｐａまで減圧した。あらかじめ、真空チャンバーにタン
タル製蒸着ボートに用意しておいたフッ化セシウムを加熱し、厚さ３ｎｍの電子注入層を
形成した。
【０１２２】
　（第２電極の形成）
　次いで、形成された電子注入層及び引き出し用電極上に第２電極を形成した。引き続き
５×１０－４Ｐａの真空下にて、あらかじめタングステン製蒸着ボートに用意しておいた
アルミニウムを加熱。発光面積が５０ｍｍ平方になるようにマスクパターン成膜し、厚さ
１００ｎｍの第２電極を積層した。
【０１２３】
　（裁断）
　第２電極まで形成したガスバリア性の可撓性フィルムを、再び窒素雰囲気に移動した。
【０１２４】
　ガスバリア性の可撓性フィルムを規定の大きさに裁断し、有機ＥＬ素子を作製した。
【０１２５】
　（配線部材）
　作製した有機ＥＬ素子に、ソニーケミカル＆インフォメーションデバイス株式会社製の
異方性導電フィルムＤＰ３２３２Ｓ９を用いて、配線部材を接続した。配線部材としては
３０μｍ厚のアルミニウム箔（東洋アルミニウム株式会社製）を用いた。
【０１２６】
　次いで、図５に示す形状になるように、市販のＡＣＦ圧着装置を用いて圧着条件：温度
１７０℃（別途熱伝対を用いて測定したＡＣＦ温度１４０℃）、圧力２ＭＰａ、１０秒で
圧着を行った。
【０１２７】
　（封止）
　配線部材（アルミニウム箔）を接続した有機ＥＬ素子を、市販のロールラミネート装置
を用いて封止部材を接着し、有機ＥＬパネル１０１を製作した。
【０１２８】
　なお、封止部材として、３０μｍ厚のアルミニウム箔（東洋アルミニウム株式会社製）
に、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（１２μｍ厚）をドライラミネーシ
ョン用の接着剤（２液反応型のウレタン系接着剤）を用いラミネートした（接着剤層の厚
み１．５μｍ）ものを用いた。
【０１２９】
　アルミニウム面に熱硬化性接着剤を、ディスペンサを使用してアルミ箔の接着面（つや
面）に沿って厚み２０μｍで均一に塗布した。
【０１３０】
　熱硬化接着剤としては、エポキシ系接着剤として、ビスフェノールＡジグリシジルエー
テル（ＤＧＥＢＡ）、ジシアンジアミド（ＤＩＣＹ）及びエポキシアダクト系硬化促進剤
を用いた。
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【０１３１】
　次いで、封止基板を、配線部材を覆うようにして密着・配置して、圧着ロールを用いて
厚着条件、圧着ロール温度１２０℃、圧力０．５ＭＰａ、装置速度０．３ｍ／ｍｉｎで密
着封止し、有機ＥＬパネル１０１を作製した。
【０１３２】
　図５に、以上の様にして作製した有機ＥＬパネル１０１の断面図を示す。図５において
、Ｅは発光領域を表し、Ｌは封止しろを表し、Ｌはそれぞれ４ｍｍである。
【０１３３】
　《有機ＥＬパネル１０２の作製：本発明》
　上記有機ＥＬパネル１０１の作製と同様の方法で、第２電極まで形成したガスバリア性
の可撓性フィルムを裁断して有機ＥＬ素子を作製した。
【０１３４】
　次いで、図６に示す形状になるように、応力緩和層１０として、ポリエチレン樹脂を配
置した。ポリエチレン樹脂としては、ダウケミカル日本株式会社製ＰＲＩＭＡＣＯＲ３４
６０を用いた。
【０１３５】
　なお、ＰＲＩＭＡＣＯＲ３４６０は、インフレーション法にて５０μｍのシートにして
用いた。
【０１３６】
　この上に、有機ＥＬパネル１０１の作製と同様の方法で配線部材を配置し、密着封止を
行って、有機ＥＬパネル１０２を作製した。
【０１３７】
　図６に、以上の様にして作製した有機ＥＬパネル１０２の断面図を示す。
【０１３８】
　《有機ＥＬパネル１０３の作製：本発明》
　上記有機ＥＬパネル１０２の作製において、第１の応力緩和層１０Ａとして、ポリエチ
レン樹脂に代えて、ポリエチレン樹脂のＰＲＩＭＡＣＯＲ３４６０を配置した。
【０１３９】
　次いで、配線部材８として、圧延銅箔の両面にポリイミド樹脂を貼り付け、成形したフ
レキシブルプリント基板（ＦＰＣ）を用いた。ＦＰＣのポリイミド樹脂は応力緩和層１０
Ｂとして作用する。
【０１４０】
　ＦＰＣは、有機ＥＬパネル１０２の製作と同様にして、ＡＣＦにて圧着を行った。
【０１４１】
　その後、有機ＥＬパネル１０２の作製と同様に固体密着封止を行い、有機ＥＬパネル１
０３を作製した。図７に、有機ＥＬパネル１０３の断面図を示す。
【０１４２】
　《有機ＥＬパネル１０４の作製：本発明》
　上記有機ＥＬパネル１０１の作製と同様にして第２電極まで形成した後、裁断まで行っ
た。
【０１４３】
　次いで、裁断した基板を、ＳｉＯ２のターゲットを配置した市販のスパッタ装置に移し
、装置内を真空とした。
【０１４４】
　スパッタ装置を用いて、第２電極上に、無機膜１２として５０ｎｍのＳｉＯ２膜を設け
た。
【０１４５】
　ＳｉＯ２膜まで設けた基板を、再び窒素雰囲気に移し、有機ＥＬパネル１０３と同様に
、応力緩和層１０Ａ、１０Ｂと配線部材８を設置した。さらに、密着封止を行い、有機Ｅ
Ｌパネル１０４を作製した。図８に、有機ＥＬパネル１０４の断面図を示す。
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【０１４６】
　《有機ＥＬパネル１０５の作製：比較例》
　下記の方法に従って、図３に記載の構成からなる比較の有機ＥＬパネル１０５を作製し
た。
【０１４７】
　上記有機ＥＬパネル１０１の作製と同様にして第２電極まで形成し、裁断まで行った。
次いで、裁断した基板を、ＳｉＮのターゲットを配置した市販のスパッタ装置に移し、装
置内を真空とした。スパッタ装置を用いて、第２電極上に２００ｎｍのＳｉＮ膜を設けた
。
【０１４８】
　ＳｉＮ膜まで設けた基板を大気中に取り出して、配線部材８を設置し、有機ＥＬパネル
１０５を作製した。
【０１４９】
　《有機ＥＬパネルの評価》
　上記作製した各有機ＥＬパネルについて、下記の方法に従って耐久性及び駆動寿命の評
価を行い、得られた結果を表１に示す。
【０１５０】
　〔耐久性の評価〕
　作製した各有機ＥＬパネルの保存前後での電圧の変化を測定して、耐久性の評価を行っ
た。
【０１５１】
　作製した有機ＥＬパネルについて、株式会社エーディーシー製の直流電圧・電流源／モ
ニタＲ６２４３を用いて、２．５ｍＡ／ｃｍ２の電流を印加し、その時の電圧を測定した
。次いで、各パネルを６０℃、９０％ＲＨの高温高湿槽中に３００時間保管し、保管後、
保管前と同様の方法で電圧の測定を行い、保管前後での電圧を比較し、下記の基準に従っ
て、耐久性を評価した。
【０１５２】
　○：保管前後で電圧の変化が、０．５Ｖ未満である
　△：保管前後で電圧の変化が、０．５Ｖ以上、１．０Ｖ未満である
　×：保管前後で電圧の変化が、１．０Ｖ以上である
　〔駆動寿命の評価〕
　作製した各有機ＥＬパネルを、市販の定電流電源と、分光放射輝度計（コニカミノルタ
製ＣＳ－２０００）を組み合わせて作製した駆動寿命評価装置を用いて、下記の方法に従
って駆動寿命の評価を行った。
【０１５３】
　各有機ＥＬ素子に、１０ｍＡ／ｃｍ２の電流を印加し、経時での輝度の変化を分光放射
輝度計にて測定した。次いで、それぞれの有機ＥＬパネルの輝度が、駆動直後の輝度の２
分の１になった時間を半減寿命とし、有機ＥＬパネル１０１の半減寿命を１００としたと
きの各有機ＥＬパネルの相対寿命を求め、これを駆動寿命の尺度とした。
【０１５４】
【表１】

【０１５５】
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　表１に記載の結果より明らかな様に、本発明で規定する構成からなる有機ＥＬパネルは
、比較例に対し、耐久性及び駆動寿命に優れていることが分かる。
【０１５６】
　実施例２
　《有機光電変換パネル（有機薄膜太陽電池）２０１の作製》
　実施例１に記載の有機ＥＬパネル１０４の作製において、有機化合物層の形成を以下に
示す様に変更した以外は同様にして、有機光電変換パネル２０１を作製した。
【０１５７】
　〔正孔輸送層の形成〕
　準備したガスバリア性の可撓性フィルムの第１電極層上に、導電性高分子であるＢａｙ
ｔｒｏｎ　Ｐ４０８３（スタルクヴィテック社製）を膜厚が３０ｎｍになるように塗布乾
燥した後、１５０℃で３０分間熱処理させ正孔輸送層を製膜した。
【０１５８】
　〔光電変換層の形成〕
　引き続き、正孔輸送層迄を形成したガスバリア性の可撓性フィルムの正孔輸送層上に、
クロロベンゼンにＰ３ＨＴ（プレクトロニクス社製：レジオレギュラーポリ－３－ヘキシ
ルチオフェン）とＰＣＢＭ（フロンティアカーボン社製：６，６－フェニル－Ｃ６１－ブ
チリックアシッドメチルエステル）を３．０質量％になるように１：０．８で混合して調
製した光電変換層用塗布液を、フィルタでろ過しながら膜厚が１００ｎｍになるように塗
布を行い、室温で放置して乾燥させた。続けて、１５０℃で１５分間加熱処理を行い、光
電変換層を製膜した。
【０１５９】
　〔電子輸送層の形成〕
　化合物Ｅ－Ｂを１０ｍｇ秤量し、テトラフルオロプロピルアルコール（ＴＦＰＯ）：ブ
タノール＝１：１の混合溶媒０．５ｍｌに溶解させた液を調製し、膜厚２０ｎｍになるよ
うに塗布を行い、乾燥して電子輸送層を成膜した。
【０１６０】
【化３】

【０１６１】
　〔第２電極の形成〕
　引き続き、形成された電子注入層上の第１電極上の取り出し電極の形成部分を除いた領
域に、５×１０－４Ｐａの真空下にて第２電極形成材料としてアルミニウムを使用し、取
り出し電極を有するように蒸着法にて、受光面積が５０ｍｍ平方になるようにマスクパタ
ーン成膜し、厚さ１００ｎｍの第２電極を積層して、有機光電変換パネル（有機薄膜太陽
電池）を作製した。
【０１６２】
　《有機光電変換パネル（有機薄膜太陽電池）の評価》
　上記作製した有機光電変換パネル（有機薄膜太陽電池）２０１について、定法に従って
、発電性の評価を行った結果、良好な結果を示した。
【符号の説明】
【０１６３】
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　１　有機エレクトロニクスパネル
　２　支持基板
　３　第１電極
　４　第２電極
　５　有機化合物層
　６　引き出し用電極
　７　導電性接着剤
　８　配線部材
　９　封止部材
　１０、１０Ａ、１０Ｂ　応力緩和層
　１１　封止用接着剤
　Ｅ　発光領域
　Ｌ　封止しろ

【図１】
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【図２】

【図３】
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【図６】
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摘要(译)

本发明提供一种驱动寿命和耐久性优异并且可以在保持空间节省的同时
执行有效的电源或发电的大面积有机电子面板及其制造方法。 该有机电
子面板是具有以下结构的有机电子元件，其中至少包括由有机化合物制
成的功能层的有机化合物层被夹在布置在支撑基板上相对位置的第一电
极和第二电极之间。 有机电子面板具有如下结构：其中，将覆盖有机电
子元件的密封构件和支撑基板紧密密封，其中，在紧密密封的内部内部
布置有配线构件，并且发光表面或 当从光接收表面观察时，由有机化合
物制成的功能层的至少一部分和配线构件彼此重叠地布置。
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